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計数形質による日本海のハタハタ系群解析 

Stock analysis of the sailfin sandfish in the Sea of Japan,  

on the basis of meristic characters. 

 

尾田昌紀 

Masanori Oda 

 

 ハタハタ Arctoscopus japonicus は，日本

海から北海道沿岸，オホ－ツク海にかけて

分布する 1) ， スズキ目ハタハタ科魚類の一

種である 2) ．ハタハタは，我が国では日本

海を中心に漁獲されており，漁獲統計が整

っている 1958 年以降では概ね 5 千トンか

ら 4 万トンの間で推移している 2) ．ハタハ

タの寿命はおよそ 5 年とされており 2) ，雌

雄ともに満 2 歳から産卵に加わる 3) ．産卵

期以外は水深 250m 前後，水温 1.5℃付近の

海底に体を半分埋めて生活しているが，産

卵期である 12 から 2 月に水温が 13℃を下

回ると水深1.5から2.5mの浅場に来遊しホ

ンダワラ類に卵塊を産み付ける 2) ．翌春，

孵化した仔魚は浅海の中層で約 1 ヶ月間の

浮遊生活を送った後に着底生活に移行する

3) ．標識放流の結果からハタハタには高い

産卵場回帰性があることが知られており 4) ，

各産卵場に対応した系群 5) の存在が古くか

ら指摘されてきた 4,6-9) ．ハタハタの漁獲量

変動は，秋田沿岸を産卵場とする系群の増

減によるところが大きく 2) ，ハタハタの資

源管理を考えるうえで系群構造の理解は不

可欠である 5) ．  

沖山 4) は，日本周辺海域に生息するハタ

ハタについて，計数形質（脊椎骨数，下枝

鰓耙数，背鰭条数，臀鰭条数，胸鰭条数），

海区別の漁獲量統計，産卵場情報，標識放

流の結果を総合的に検討し北海道南部系群，

北海道西部系群，日本海北区系群，朝鮮半

島東岸系群から成る 4 つの系群の存在を認

め，日本海西区（山陰沖）における日本海

北区系群（秋田系群）と朝鮮半島東岸系群

（韓国東岸系群）の混合については，今後

の研究課題としている．沖山 4) が行った計

数形質の解析には統計処理がなされていな

いため，その解釈には曖昧さが残ると考え

られる．1980 年代以降に入ると，系群解析

のマ－カ－は計数形質からアイソザイム 7) 

や DNA8-10) へと移行し， 沖山 4) が行った

日本周辺海域におけるハタハタの計数形質

に基づく系群解析についての再検証は，そ

の後行われていない．  

山陰地方におけるハタハタは，隠岐諸島

周辺の水深 150 から 300m の海底で沖合底

曳網漁業により漁獲されており 11) ， 本海

域は沖山 4) や Shirai et al.9) が指摘するよ

うに秋田系群と韓国東岸系群が混ざり合う

海域と考えられる．そのため，本海域にお

いて両系群を識別することは，ハタハタの

資源管理を行ううえで重要な課題であると

言える．もし，計数形質で両系群が識別で

きれば，分子マ－カ－に比べて簡易かつ低

コストである．本研究では鳥取沖に加えて

日本周辺海域のハタハタサンプルを収集し，

統計処理に基づく計数形質からの系群解析

を行い沖山 4) の結果を再検証し計数形質か

ら秋田系群と韓国東岸系群を分離できるか
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検討することを目的に実施した． 

 

材料と方法 

 ハタハタのサンプルは，日本海のサンプ

ルとして，韓国東岸，山口県見島沖，鳥取，

新潟，秋田の 5 サンプルを，北海道太平洋

側のサンプルとして北海道太平洋側（釧路

および厚岸）の 1サンプルを用いた（図 1）．

サンプルの収集は，調査船調査による採集，

漁船傭船による漁獲，市場調査による買付，

一般量販店での購入により実施した．なお，

北海道厚岸のサンプルは釧路水産試験場の

定置網漁獲物調査のサンプルを使用した．

計数形質の計数を行うには，計数形質が定

数に達していることが前提となる．沖山 4) 

が計数形質の計数に用いたサンプルの最小

標準体長は 97mm であることから，この大

きさ以上の個体を分析に用いた．沖山 4) は， 

計数した計数形質のうち背・臀鰭条数は誤

差の生じやすいことを指摘している．その

ため，計数形質は脊椎骨数と下枝鰓耙数の

二つに限定した。脊椎骨数は，魚体の軟 X

線写真から計数し，計数にあたっては沖山

4) の手法にならい，尾部棒状骨は含めなか

った．鰓耙は左側第一鰓弓を取り出し，ア

リザリンレッドで染色した後，実体顕微鏡

 

図 1 調査地点図 
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下で痕跡的なものも含めて計数した． 

 

結果及び考察 

各地から収集したハタハタサンプルの属

性情報，脊椎骨数および下枝鰓耙数の平均

値および標準偏差を表 1 に示す．脊椎骨数

の平均値は，北海道太平洋側が 47.2 個であ

り，日本海が 48.1 から 48.7 個であったの

と比較すると数が少なかった．下枝鰓耙数

の平均値も北海道太平洋側が 15.9 個で，日

本海が 16.6 から 17 個であったのと比較す

ると数が少なかった．この結果は，沖山 4) と

同様の傾向であった．日本海の下枝鰓耙数

は，沖山 4) が指摘したように東から西に向

かい減少する傾向がみられるが（表 1），ク

ラインとするほど顕著な減少傾向ではなか

った． 

脊椎骨数および下枝鰓耙数は，いずれも

サンプル間で平均値に有意差が認められた

（分散分析，脊椎骨数，df= 5, F=30.6, 

P<0.01；下枝鰓耙数， df= 5, F=14.0, 

P<0.01）．Scheffe の対比較により事後検定

を行い，脊椎骨数および下枝鰓耙数につい

て，それぞれどのサンプルとの間に有意差

があるのか検討した（表 2）．その結果，脊

椎骨数，下枝鰓耙数ともに北海道太平洋側

の 1 サンプルと日本海の 5 サンプルの間で

有意差が検出された．日本海の 5 サンプル

間では有意差が検出されなかった． 

本解析の結果では，日本海と北海道太平

洋側のサンプル間で脊椎骨数，下枝鰓耙数 

ともに有意差が検出されたものの，日本海

のサンプル間では有意差は検出されず，計

数形質で秋田系群と韓国系群を識別するこ

とは出来なかった．日本海と北海道太平洋

側での計数形質の有意差は，先行研究 4) の

結果を支持するものと言える．    

一方で，日本海のサンプル間で有意差が

検出されなかったのは，日本海のハタハタ

の系群間の遺伝的分化の程度が低かったた

め 9-10) であると考えられる． そのため，鳥

取沖で漁獲されるハタハタの系群を識別す

るためには DAN マ－カ－による分析が必

要である．Shirai et al.9) によるミトコンド

リア DNA 分析でも秋田系群と韓国系群の

識別は可能であるが，サンプル集団単位で

の評価となる．これに対して核 DNA は，

ミトコンドリア DNA よりも分析感度が高

く，個体レベルでの系群の帰属判定が可能

なことに加え，両性の遺伝子を引き継ぐた

め，系群間の交雑の程度も評価することが

可能となる． 

 これまで，核 DNA はミトコンドリア

DNA に比べて遺伝情報量が多く解析が難

しかったが，近年は次世代シ－ケンサ－等

の遺伝子解析機器の発展に伴い核 DNA の

大量の遺伝情報を読み取ることが可能とな

った．秋田および韓国東岸の両系群が入り

混ざる山陰沖海域はハタハタの核 DNA 研

究に適したフィ－ルドであると言える． 
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表１ 収集したハタハタサンプルの属性情報と脊椎骨数および下枝鰓耙数の平均値 

サンプル 

採集地点 
略 称 

サンプルの 

採集時期 

標準体長（mm） 

平均 

(範囲, サンプル数) 

脊椎骨数 

平均±標準偏差 

(範囲) 

下枝鰓耙数 

平均±標準偏差 

(範囲) 

北海道 

太平洋側 
EH 2014.4-5 

132.2 

(114-166, 86) 

47.2±0.8 

(45-49) 

15.9±0.9 

(13-17) 

秋田 AK 2013.5 
114.7 

(100-140, 50) 

48.1±0.9 

(46-50) 

17.0±0.8 

(15-19) 

新潟 NI 2014.5.21 
137.9 

(110-160, 49) 

48.4±0.7 

(47-50) 

16.9±0.9 

(14-19) 

鳥取 TT 
2013.8-2014.

1 

134 

(116-153, 91) 

48.4±0.8 

(47-51) 

16.6±0.8 

(14-19) 

山口県 

見島沖 
MS 2014.5.14 

149 

(131-170, 50) 

48.3±0.7 

(46-50) 

16.7±0.8 

(15-18) 

韓国東岸 EK 2013.11 
189.7 

(174-217, 32) 

48.7±0.9 

(47-51) 

16.7±0.7 

(15-18) 

 

表２ 脊椎骨数および下枝鰓耙数のサンプル間の対比較 

 

サンプル
採集地点

EH AK NI TT MS EK

EH ** ** ** ** **
AK ** ns ns ns ns
NI ** ns ns ns ns
TT ** ns ns ns ns
MS ** ns ns ns ns
EK ** ns ns ns ns

**: P＜0.01; ns: 有意差なし

下肢
鰓耙数

脊椎骨数
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要約 

1.計数形質（脊椎骨数，下肢鰓耙数）から

鳥取沖を含めた日本周辺海域のハタハタ系

群解析を試みた． 

2.サンプルは，北海道太平洋側（厚岸，釧

路），秋田，新潟，鳥取，山口見島沖，韓国

東岸のものを用いた． 

3.分散分析の結果，脊椎骨数および下肢鰓

耙数ともに有意差が認められた． 

4.事後検定の結果，北海道太平洋側と日本

海のサンプル間で有意差が検出されたが，

日本海のサンプル間では有意差が検出され

なかった． 

5.計数形質をもとに，韓国東岸系群と秋田

系群を識別することは出来なかった． 

6.韓国東岸系群と秋田系群を識別するため

には DNA マ－カ－を用いる必要があり，

ミトコンドリア DNA よりも分析感度が高

く個体レベルでの系群の帰属が判定できる

核 DNA マ－カ－の探索が求められる． 
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